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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月

売上高 (千円) 363,259 457,701 633,006 2,476,056 3,459,180

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △130,371 △39,322 22,109 44,289 147,893

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) △145,663 △43,532 16,317 53,225 104,404

純資産額 (千円) 861,231 817,699 834,016 899,123 2,423,233

総資産額 (千円) 888,148 843,497 908,100 1,288,266 3,510,127

１株当たり純資産額 (円) 187,224.29 177,760.71 181,307.93 194,868.57 90,049.55

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △31,666.03 △9,463.58 3,547.22 11,557.45 4,122.83

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 11,480.66 4,084.33

自己資本比率 (％) 97.0 96.9 91.8 69.8 69.0

自己資本利益率 (％) ― ― 2.0 6.1 6.3

株価収益率 (倍) ― ― 98.7 137.6 87.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △35,295 △43,034 △208,285 △72,298 659,599

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △492,184 454,697 △30,860 △119,411 △297,895

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △34,732 ― ― 8,516 1,385,532

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 288,457 700,121 460,975 277,781 2,025,019

従業員数 (人) 46 45 30 23 26



(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第６期及び第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり当期純損失

が計上されているため記載しておりません。第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第６期及び第７期は当期純損失が計上されているため、自己資本利益率及び株価収益率を記載しておりません。 

４ 第８期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

５ 第10期において、当社は平成18年１月19日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。 

  



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第６期及び第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり当期純損失

が計上されているため記載しておりません。第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第６期及び第７期は当期純損失が計上されているため、自己資本利益率及び株価収益率を記載しておりません。 

４ 第８期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

５ 第10期において、当社は平成18年１月19日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月

売上高 (千円) 363,259 457,695 633,006 2,476,056 3,459,180

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △123,443 △38,050 23,395 44,985 148,821

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) △137,246 △61,538 17,808 54,126 105,487

資本金 (千円) 404,000 404,000 404,000 408,304 1,119,605

発行済株式総数 (株) 4,600 4,600 4,600 4,614 26,910

純資産額 (千円) 879,368 817,829 835,637 901,645 2,426,837

総資産額 (千円) 907,036 843,976 909,471 1,290,583 3,513,477

１株当たり純資産額 (円) 191,166.96 177,788.94 181,660.40 195,415.18 90,183.50

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △29,836.24 △13,378.02 3,871.46 11,753.03 4,165.58

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 11,674.95 4,126.68

自己資本比率 (％) 96.9 96.9 91.9 69.9 69.1

自己資本利益率 (％) ― ― 2.2 6.2 6.3

株価収益率 (倍) ― ― 90.4 135.3 86.9

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 (人) 45 44 30 23 26



２ 【沿革】 

  

  

年月 事項

平成８年２月 大阪市北区に株式会社デジタルデザインを設立 

平成８年７月 オンラインショップの入口「Sale!Sale!Sale!」登録開始 

平成８年11月 オリジナル開発支援パッケージ「Multi DB Connector」発売 

平成10年９月 日本オラクル株式会社の協力の下開発したオリジナルデータベース接続ミドルウエア

「FlexCore」発売 

平成11年３月 日本オラクル株式会社の協力の下開発したLinuxにも対応したオリジナルミドルウエア

「FastConnector®」発売 

平成11年７月 オリジナルコンピューター及び周辺機器の設計を目的とした子会社、株式会社アクアリウムコン

ピューター（現連結子会社）を設立 

平成11年９月 世界最小クラスのLinux搭載マイクロサーバー製品である「blue grass」「white neon」を発売 

平成11年12月 「FastConnector®」が大阪市主催の「ベンチャービジネスコンペ大阪’99」において優秀賞受賞 

平成12年４月 東京都渋谷区に東京オフィスを開設 

平成12年５月 「FastConnector®」の高速データ転送技術を応用したデータベース間レプリケーションソフトウ

エア「FCReplicator」を発売 

平成12年６月 

  

  

大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」市

場）に上場 

Linux搭載マイクロサーバー製品の高性能新型機として「silver neon」を発売 

平成12年９月 

  

ECサイト「Ganessa」のサービスを開始 

「FastConnector®」シリーズとして、「FC Backup R1.0J」の出荷を開始 

平成12年10月 オリジナルミドルウエア製品「FastConnector®」にオープンソース・データベース

「PostgreSQL」対応版の新製品を発表 

平成13年４月 前コンパック株式会社 取締役会長の村井 勝氏を取締役会長に迎える 

平成13年６月 高性能新型マイクロサーバー「clear neon」を発売 

平成13年８月 圧縮転送技術を用い、SQLServer2000に対応したワイヤレス通信の高速化製品「Fast Connector®

Pocket」を発表 

平成14年11月 高速データ通信ソフトウエア新製品「FastConnector® V3」を発表 

平成15年３月 マイクロサーバー製品につき、生産活動を中止 

平成15年10月 高速データ通信ソフトウエア新製品「FastConnector® tX」を発表 

平成15年12月 株式会社ネットワールドと販売提携 

株式会社CSK（現株式会社CSKホールディングス）と販売提携 

平成16年６月 内部情報漏洩対策ソリューション「FastConnector® Security」を発表 

平成16年９月 高速通信技術に関する特許を取得 

平成17年６月 法人向けセキュリティソフトウエア「FastConnector® access Controller」を発表 

  第三者割当増資により、資本金が1,110,686千円となる。 

平成17年９月 株式会社シーフォーテクノロジーと技術提携 

平成17年11月 アイピーロックスジャパン株式会社と技術提携 

平成18年１月 

  

  

アイテックス株式会社と販売・資本提携 

エリアビイジャパン株式会社と販売・技術提携 

東京オフィスを東京都千代田区神田須田町に移転 



３ 【事業の内容】 
当企業集団は、株式会社デジタルデザイン及び連結子会社であります株式会社アクアリウムコンピューター（ハー

ドウエアの設計・製造活動は中止しております。）により構成され、ソフトウエアの企画開発を通した様々なソリュ

ーションを提供してまいります。 

  

事業の種類別セグメントは、以下のとおりであります。 

  

１．再販ライセンス事業 

以下のソフトウエアライセンスを販売しており、ライセンス単体での売上を計上しております。 

・FastConnector® Security 
・FastConnector® access Controller 
・FC Replicator V3 

・FastConnector® V3 
・FastConnector® tX 
  

※技術特許 

 「FastConnector®」シリーズは、独自圧縮転送技術（特許第3598495号 データ転送方法、コンピュータ
読み取り可能な記録媒体及びデータ転送システム）に関する特許を取得しているソフトウエアエンジンで

す。 

  

２．開発ライセンス事業 

再販ライセンスでは不足している機能を開発し品質向上をおこなうための開発案件を取り扱っておりま

す。 

  

３．製品サポート事業 

ライセンス単体販売時の保守契約販売を計上しております。 

  

４．業務システム構築事業 

以下の再販ライセンスを含むソリューション展開に注力しております。 

  

■セキュリティソリューション 

 データベースに対するアクセスを監視及び社内ネットワークへの不正アクセスを検知・監査証跡による

追跡機能等情報漏洩防止の為のセキュリティレベルの向上とリスクマネジメントをサポートするソリュー

ションを展開いたしました。 

意図する再販ソフトウエア 

・FastConnector® Security 
・FastConnector® access Controller 

  

■データバックアップソリューション 

 企業の重要なビジネス基盤であるデータベースデータを、独自の圧縮転送技術とデータベースへのアク

セス簡素化技術によって、遠隔地へ高速で安全に且つリアルタイムにバックアップするソリューションを

展開いたしました。 

意図する再販ソフトウエア 

・FC Replicator V3 

  

■ネットワークソリューション 

 圧縮機能によりパケット量を削減することで、他のデータ送受信に使用できる通信帯域を広げ、ネット

ワーク全体の帯域利用を効率化するソリューションを展開いたしました。 

意図する再販ソフトウエア 

・FastConnector® V3 
・FastConnector® tX 

  

また、高い技術力や将来性を持つと判断した企業との連携により、データ交換を中心としたミドルウエア

分野の差別化をはかり、他社のアプリケーションソフトウエアに自社ソフトを組み込む活動によって販売機

会を増大させてまいりました。 



製品及びサービスの企画・開発・販売の流れ 

製品及びサービスの企画・開発・販売についての事業系統図は、以下のとおりであります。 

  

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 特定子会社に該当しません。 

２ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 従業員数はすべて正社員であります。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属しているものでありま

す。 

３ 当社の企業集団は、事業の種類ごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の事業の種類に従事しておりま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 従業員数はすべて正社員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

株式会社アクアリウムコンピューター 
(注) 大阪市北区 60,000

ハードウエアの
設計・製造 
  

100.0
当社オリジナルハードウエアを
設計・製造(現在活動中止) 
役員２名の兼任あり。 

事業の種類別セグメント名 従業員数（人）

再販ライセンス事業 

23 

  
開発ライセンス事業 
  
  
製品サポート事業 
  
  
業務システム構築事業 
  

全社(共通) 3 

合計 26 

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

26 31.9 2.8 3,979



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が改善し、設備投資が増加傾向となりました。 

また、情報化はインフラ整備から利活用の拡大・深化に向かう過渡期にあり、企業におけるITの活用も経営によ

り密着したものへと変化しつつあります。 

一方、ネットワークデバイスが増加し、多様なデバイスをつなげるネットワークが実現した結果、膨大な量のデ

ータ交換がおこなわれ、コンテンツ活用技術の進化過程で、ITを悪用する犯罪は巧妙・多様化し、企業の信頼を揺

るがす事件も頻発しております。 

内部統制やコンプライアンスのために今まで以上に情報管理やリスクマネジメントの強化が必要とされてまいり

ました。 

このような環境の下、当企業集団は増加し続けるネットワーク機器から得られる膨大な情報からきめ細やかなサ

ービスを提供するため、データ通信を中心としたソフトウエアの企画開発をおこない、セキュリティソリューショ

ン、データバックアップソリューション、ネットワークソリューションなどを提供してまいりました。 

また、データ交換を中心としたミドルウエアの差別化をはかるうえで、高い技術力や将来性を持つと判断した企

業との業務提携をはかることで、ミドルウエアをクラスタ化し、機能強化をおこないました。 

さらに、販売機会を増大させるため、他社アプリケーションソフトウエア及びサービスに自社ソフトを組み込む

活動をおこなってまいりました。 

内政につきましては、①お客様基準②コストカバー③収益最大化④プラン先行⑤次点の育成 を基本に、顧客と

の接点を増やしてまいりました。 

また、黒字体質を維持するために、開発案件の収益チェックおよびトラブル抑制のためのプロジェクト管理の強

化、適切な業務プロセスの設計およびチェックに注力いたしました。 

  

以上の結果、当連結会計年度におきましては、売上高3,459,180千円（前年同期比39.7％増）となりました。 

  

その内訳は、再販ライセンス事業131,313千円（前年同期比96.2％増）、開発ライセンス事業25,839千円（前年同

期比80.6％減）、製品サポート事業27,062千円（前年同期比24.9％増）、業務システム構築事業3,274,964千円（前

年同期比45.3％増）であります。 

  

利益面におきましては、ソリューション展開による売上総利益の増加が費用を上回るとともに、各役職者が全社

における存在意義と役割分担、経済性を自覚できるよう促した結果、営業利益188,146千円（前年同期比350.4％

増）となりました。事業の種類別セグメントの営業利益の状況は、再販ライセンス事業62,456千円（前年同期比

586.3％増）、開発ライセンス事業営業損失20,612千円（前年同期は営業利益11,041千円)、製品サポート事業

15,470千円（前年同期比10.7％増）、業務システム構築事業253,338千円（前年同期比147.1％増）となりました。

また、経常利益147,893千円（前年同期比233.9％増）、当期純利益104,404千円（前年同期比96.2％増）となりまし

た。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の増加が659,599

千円、投資活動による資金の減少が297,895千円、財務活動による資金の増加が1,385,532千円となったため、資金

は前連結会計年度末に比べ1,747,237千円増加し、当連結会計年度末には2,025,019千円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果増加した資金は659,599千円（前年同期72,298千円減少）となりました。主な要因は、税金等調整

前当期純利益が117,628千円（前年同期比112.9％増）となったことに加え、仕入債務の増加額667,422千円によるも

のであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果減少した資金は297,895千円（前年同期比149.5％増）となりました。主な要因は、投資有価証券

の取得175,000千円によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は1,385,532千円（前年同期8,516千円）となりました。これは、第三者割当増資に

よる新株発行にかかる収入が1,348,930千円及びストックオプションの権利行使による新株発行にかかる収入36,602

千円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は製造原価によります。 

  

(2) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメント毎に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は仕入価格によります。 

  

(3) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメント毎に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は販売価格によります。 
  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 

  
再販ライセンス事業 
  
  
開発ライセンス事業 
  
  
製品サポート事業 
  

42,254 
  
  

35,491 
  
  

10,115 
  

 
195.9 

  
  

48.3 
  
  

464.6 
  

業務システム構築事業 186,025 106.5

合計 273,886 100.7

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

業務システム構築事業 2,838,839 144.9

合計 2,838,839 144.9

事業の種類別セグメント 
の名称 

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

再販ライセンス事業 126,676 177.7 1,793 27.9

開発ライセンス事業 16,859 11.5 2,572 22.3

製品サポート事業 29,495 114.4 11,109 128.0

業務システム構築事業 3,246,881 141.6 16,708 37.3

合計 3,419,911 134.9 32,182 45.0



(4) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

      （注）前連結会計年度における東京リース株式会社並びに当連結会計年度における株式会社アイ・エックス・アイ及び

三信電気株式会社に対する販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の

10未満となっているため記載を省略しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

  
再販ライセンス事業 
  
開発ライセンス事業 
  
製品サポート事業 
  
業務システム構築事業 
  

131,313 
  

25,839 
  

27,062 
  

3,274,964 
  

 
196.2 
  

19.4 
  

124.9 
  

145.3 
  

合計 3,459,180 139.7

相手先 

前連結会計年度
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

東京リース株式会社 ― ― 1,349,693 39.0

ネットワンシステム 
株式会社 

442,600 17.9 1,036,000 29.9

株式会社アイ・エックス・
アイ 

527,356 21.3 ― ―

三信電気株式会社 257,300 10.4 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

以下の重点施策を推進してまいります。 

  

１．ソフトウエアライセンス再販のためのソリューション展開 

２．上記機能の差別化、拡充のための案件の受注 

３．技術開発体制の整備 

４．上記を補完するための協業先の開拓 

  

４ 【事業等のリスク】 

  

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在における当企業集団が判断したものであり、ま

た、当企業集団の事業に関するすべてのリスクを網羅したものではありません。 

  

(1) 平成18年１月期の売上高 

当企業集団の平成18年１月期の売上高は前年同期比39.7％増の3,459,180千円と増収を達成いたしました。この主

な要因は、再販ライセンスを含むセキュリティソリューション、データバックアップソリューション、ネットワー

クソリューション販売に注力した結果売上が増加したことによるものであり、全体売上高の94.7％と高い比率を占

めております。当企業集団は業容拡大のために、積極的に事業活動を行ってまいりますが、取引の継続性につきま

しては変動の可能性があり、今後もこのような売上高の伸び率の水準が継続する保証はありません。 

なお、業務システム構築事業については、平成18年３月30日公表「ソフトウエア取引の収益の会計処理に関する

実務上の取扱い」(企業会計基準委員会実務対応報告第17号)の趣旨に鑑み、平成19年１月期から売上高計上基準の

変更により、売上高及び売上原価を純額にて表示する場合がありますが、当該変更に伴う損益の影響額はございま

せん。 

  

(2) 特定取引先の依存について 

当企業集団の業務システム構築事業において、当社ソフトウエアライセンスを他社の製品及びサービスに組み込

んで販売するうえで販売代理店との連携をはかっており、業務システム構築事業に区分される売上高の多くが販売

代理店との取引によるものであります。今後、販売代理店との間で大幅な事業方針の変更がなされた場合、当企業

集団の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 人的資源への依存等について 

当企業集団の製品及び技術は専門性を有しております。また、圧縮転送技術を活用した応用技術及びソリューシ

ョンには、事業展開を支える人材が必要であります。当企業集団が必要とする知識及び経験を備えた人材が確保で

きなかった場合や新技術の導入・開発への対応が遅れた場合には、商品、サービスが陳腐化し、業界での競争力の

低下を招く可能性があり、当企業集団に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 知的所有権について 

当企業集団は現在「FastConnector®」製品群に活用している圧縮転送技術を用いたデータ転送技術に関し国際特

許を出願しており、現在審査中でございます。 

国内特許(データ転送方法、コンピューター読み取り可能な記録媒体及びデータ転送システム)を既に取得してお

りますが、今後、国際特許取得並びに国内の周辺特許取得に向けて、知的財産権を充分に確保し得るよう体制を整

備していく所存であります。しかしながら、申請した上記の権利の登録出願が認めれなかった場合、当企業集団の

業績に影響を与える可能性があります。 

  



(5) 新規製品のためのソフトウエア開発 

当企業集団は、市場競争力を強化・維持するため、ソフトウエアへの投資を進めており、これにかかった開発費

用を「ソフトウエア」勘定に資産計上しております。しかしながら、開発計画の遅延・コスト増等により、投資回

収が困難と判断した場合には、「ソフトウエア」の評価減を実施する可能性があります。 

  

(6) 製品の致命的不具合の発生による影響について 

ソフトウエアベンダーにとって、プログラムの不具合を無くすことは重要な課題であります。当企業集団では、

自社開発製品をテストすることで対処しておりますが、すべての項目をテストすることは不可能であり、当企業集

団では費用対効果の観点からテスト項目を限定して実施しております。 

そのため、当企業集団の製品がエンドユーザに納品された後に重大な不具合が発見される可能性があり、当企業

集団の製品の不具合により顧客が損害を被った場合、損害賠償請求を受け、または当企業集団に対する信頼性の喪

失により、業績に影響を受ける可能性があります。 

  

(7) 顧客情報等の漏洩について 

当企業集団では顧客の情報システムを構築・運用するために、やむを得ず顧客情報や企業情報等の機密情報を取

り扱う場合があります。そのため機密情報管理体制の整備、社員教育の徹底や自社開発の機密情報漏洩防止ソフト

ウエアの使用等により、ネットワークを通じた機密情報への侵入、情報データの持出し等による機密情報の漏洩を

防止するよう対策しておりますが、不測の事態等によりこれらの情報が外部に漏洩された場合、信用の低下等によ

り、当企業集団の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(8) 投資有価証券の価格変動について 

当企業集団は、取引先等の株式を保有しているため、投資先の業績不振や証券市場の変動により業績に影響を与

える可能性があります。 

  

(9) ストックオプション及び株式の希薄化について 

当企業集団は、取締役・監査役及び従業員に対し、ストックオプションを付与しております。 

今後、ストックオプションによるインセンティブプランを実施し、これらのストックオプションが行使された場

合、既存株主の株式価値を希薄化させる可能性があります。 

また、平成17年12月27日付けで企業会計基準委員会より公表された「ストック・オプション等に関する会計基

準」及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」により、平成18年5月1日以降に付与される新株

予約権があった場合、かかる新株予約権の公正な評価額を発生した期間に人件費として計上する必要があります。 

  

(10)他社との業務提携について 

当企業集団はデータ交換を中心としたミドルウエアの差別化をはかるうえで、高い技術力や将来性を持つと判断

した企業との業務提携をはかることでミドルウエアをクラスタ化し、機能強化をおこなっております。しかしなが

ら、事業戦略、取引条件その他の理由により業務提携が不成立あるいは中断した場合、友好的な協力関係がもたら

す成果を享受できず、当企業集団の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当企業集団の強みをさらに拡充するための研究開発活動として以下のテーマを実施し、研究開発に関する費用5百万

円を計上致しております。 

  

(1) 再販ライセンス事業に関する研究開発 

再販ライセンス事業に関する研究開発費用については、該当事項はありません。 

  

(2) 開発ライセンス事業に関する研究開発 

高い技術力や将来性を持つと判断した企業との連携をはかることでミドルウエア強化ならびに販売機会創出のた

め以下の活動をいたしました。 

・セキュリティ分野で利用可能なネットワーク監査ソフトウエアの技術開発 

・高速暗号通信に関する技術開発 

・管理機能及び周辺機能の開発 

以上、ミドルウエアの機能強化に関し、研究開発費用5,203千円を計上いたしました。 

  

(3) 製品サポート事業に関する研究開発 

製品サポート事業に関する研究開発費用については、該当事項はありません。 

  

(4) 業務システム構築事業に関する研究開発 

業務システム構築事業に関する研究開発費用については、該当事項はありません。 

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当企業集団が判断したものであり、将来

生じる実際の結果と異なる可能性がありますので、ご留意願います。 

  

(1) 重要な経営方針及び見積り 

当企業集団の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しており

ます。当企業集団の経営陣は、財務諸表の作成に際して、決算日における資産・負債の報告値及び報告期間におけ

る費用の報告値に影響を与える見積り及び仮定設定をおこなう必要があります。経営陣は、過去の実績や状況に応

じて合理的と考えられる様々な要因に基づき、見積り及び判断を行っておりますが、実際の結果は、見積り特有の

不確実性があるため、これらの見積りとは異なる場合があります。 

当企業集団は、特に以下の重要な会計方針が、当企業集団の連結財務諸表の作成において使用される当企業集団

の重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。 

  

① 収益の確認 

再販ライセンスにつきましては、販売先への出荷手続き完了後、物品受領書に基づき計上しております。製品

サポートのように期間に従って役務の提供をするものについては、該当する期間に相当する金額を計上しており

ます。 

開発ライセンス案件及び業務システムの受託開発案件につきましては、納入先の検収書・物品受領書に基づく

検収時に計上しております。 

  

② 貸倒引当金 

当企業集団は、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。顧客の

財政状況が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要になる可能性があります。 

  

③ たな卸資産（仕掛品） 

当企業集団は、棚卸資産の計上については、将来販売が見込まれる案件を計上しておりますが、市況状況が当

企業集団の経営陣の見積りよりも悪化した場合、評価減が必要となる可能性があります。 

  

④ 無形固定資産（販売用ソフトウエア） 

見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（3年間）に基づく均等配分額とのいずれか大きい額に基づき償却

しておりますが、市況状況が当企業集団の経営陣の見積りよりも悪化した場合、追加償却または評価減が必要と

なる可能性があります。 

  



(2) 財政状態の分析 

① 資産 

資産の部は3,510,127千円となり、前連結会計年度末と比較して2,221,860千円の増加となりました。主な要因

は、平成17年6月30日に実施いたしました第三者割当増資による現金及び預金の増加（1,386,000千円増）、売掛

金の増加（254,429千円増）、投資有価証券の増加（170,122千円増）があったことによるものであります。 

  

② 負債 

負債の部は1,086,893千円となり、前連結会計年度と比較して697,751千円の増加となりました。主な要因は、

買掛金の増加（667,422千円増）によるものであります。 

  

③ 資本 

資本の部は2,423,233千円となり、前連結会計年度と比較して1,524,109千円の増加となりました。主な要因

は、第三者割当増資に伴う資本金の増加（693,000千円増）及び資本準備金の増加（693,000千円増）、利益剰余

金の増加（104,404千円増）、によるものであります。 

  

(3) 経営成績の分析 

① 売上高 

ソフトウエアライセンス販売に付随するソリューション販売が伸長しました結果、前連結会計年度に比べ

983,123千円増加し、3,459,180千円となりました。 

  

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は、ソフトウエアライセンス販売に付随するソリューション販売の増加に伴い、仕入が増加したこと

を主因として前連結会計年度に比べ868,833千円増加し、3,098,617千円となりました。 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ32,084千円減少し、172,416千円となりました。 

  

③ 営業利益 

再販ライセンス事業の売上高の増加および業務システム構築事業での付加価値の向上により、売上総利益が

360,562千円となったことに加え、販売費及び一般管理費の圧縮により営業利益は前連結会計年度に比べ146,374

千円増加し、188,146千円となりました。 

  

④ 営業外収益（費用） 

営業外収益は、前連結会計年度に比べ2,661千円減少し、82千円となりました。 

  

営業外費用は、第三者割当増資にかかる新株発行費用により、前連結会計年度に比べ40,109千円増加し、

40,335千円となりました。 

  



⑤ 特別損失 

当連結会計年度における特別損失は、30,264千円となりました。これは、主にソフトウェアの除却27,521千円

によるものであります。 

  

⑥ 当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度に比べ、51,179千円増加し、104,404千円となりました。 

  

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フロー 

営業活動の結果増加した資金は659,599千円となりました。主な要因は、税金等調整前当期純利益が117,628千

円（前連結会計年度比62,367千円増加）となったことに加え、仕入債務の増加667,422千円によるものでありま

す。 

投資活動の結果減少した資金は297,895千円となりました。これは、投資有価証券の取得175,000千円によるも

のであります。 

財務活動の結果得られた資金は1,385,532千円となりました。これは、第三者割当増資による新株発行にかかる

収入が1,348,930千円及び、ストックオプションの権利行使による新株発行にかかる収入36,602千円によるもので

あります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資は、96,698千円であります。その主要な内容は社内コンピューターシステム関連

設備等の支出額及び販売用ソフトウエアの開発に関わる当連結会計年度の支出額であります。 

なお、当連結会計年度において固定資産の除却損失を30,264千円計上しておりますが、陳腐化した販売ソフトウエ

ア及び老朽化したパソコン等の除却を行ったためであります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の他、主要な賃貸及びリース設備として、以下のものがあります。 

  

平成18年１月31日現在 

(注) 上記の他、事務所を賃借しており、当該事務所の年間賃借料は6,065千円であります。 

  

(2) 国内子会社 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 株式会社デジタルデザインより事務所の一部を転借しております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの 
名称 

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 建物及び構

築物 
工具器具備
品 

ソフトウ
エア 

合計 

大阪オフィス 
(大阪市北区) 

全業務 
統括業務施設・
開発用設備 

― 2,475 3,133 5,608 16

東京オフィス 
(東京都千代田区) 

全業務 
統括業務施設・
開発用設備 

2,232 1,133 96,180 99,545 10

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ 
グメントの名称 

設備の内容 数量
リース
期間 

年間リース料
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

大阪オフィス及び 
東京オフィス 

全業務 
テレビ会議 
システム 

一式 ５年 1,262 3,785

会社名 
事業所名

(所在地) 

事業の種類別

セグメントの 
名称 

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(人) 工具器具

備品 
合計 

株式会社アクアリウム 
コンピューター 

大阪オフィス 
(大阪市北区) 

全業務 
統括業務施設・

開発用設備 
41 41 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

（注）１ 平成17年11月7日開催の取締役会において、平成18年1月19日付けをもって普通株式１株を５株に分割するとともに、当社

定款を変更し、会社が発行する株式の総数を分割比率に応じて増加する決議をいたしました。これにより会社が発行する

株式の総数は64,000株増加して、80,000株となりました。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 提出日現在の発行数には、平成18年４月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商法に基づき付

与された新株引受権の権利行使を含む。)により発行された株式数は含まれておりません。 

    ２ 平成18年1月19日付けで普通株式１株を５株に分割する株式分割をおこなっており、これにより、平成18年１月31日付け

の発行済株式数が21,528株増加しております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 80,000

計 80,000

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年１月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成18年４月27日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 26,910 26,910

大阪証券取引所
（ニッポン・ニュー・
マーケット― 
「ヘラクレス」市場) 

  

計 26,910 26,910 ―   



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの内容は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議(平成16年４月23日) 

  

（注）１ 平成17年11月7日開催の取締役会決議により、平成18年1月19日付けで普通株式１株を５株とする株式分割をおこなってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

２ ３名退職により、新株予約権の数40個と新株予約権の目的となる株式の数40株は、失権しております。 

３ ２名退職により、新株予約権の数20個と新株予約権の目的となる株式の数20株は、失権しております。 

  

  
事業年度末現在
(平成18年１月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年３月31日) 

新株予約権の数 310個(注)２ 290個(注)３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 310株(注)２ 290株(注)３ 

新株予約権の行使時の払込金額 331,969円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月１日から
平成21年７月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 ： 331,969円
資本組入額： 165,984円

同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 対象者は、新株予約権行

使時においても、当社の

取締役、監査役又は従業

員であることを要しま

す。 

２ その他細目については、

平成16年４月23日の定時

株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と

対象者の間で締結する新

株予約権契約に定めま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については
取締役会の承認を要します。 

同左 



株主総会の特別決議(平成17年４月26日) 

  

（注）１ 平成17年11月7日開催の取締役会決議により、平成18年1月19日付けで普通株式１株を５株とする株式分割をおこなってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

   ２ 当社は平成17年4月23日開催の第9期定時株主総会で決議した商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオ

プションとしての新株予約権の発行にかかる授権に基づき、平成18年3月24日開催の取締役会において当該新株予約権の発

行を決議しました。 

     これらの詳細につきましては、「第５ 経理の状況 『1.連結財務諸表等 （1）連結財務諸表』及び『2.財務諸表等

（1）財務諸表』の注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

  

  
事業年度末現在
(平成18年１月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年３月31日) 

新株予約権の数 － 350個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 － 350株 

新株予約権の行使時の払込金額 － 326,000円

新株予約権の行使期間 
平成19年８月１日から
平成22年７月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

－
 発行価格 ： 326,000円

資本組入額： 163,000円  

新株予約権の行使の条件 

１ 対象者は、新株予約権行

使時においても、当社の

取締役、監査役又は従業

員であることを要しま

す。 

２ その他細目については、

平成17年４月26日の定時

株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と

対象者の間で締結する新

株予約権契約に定めま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については
取締役会の承認を要します。 

同左 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年１月31日現在 

（注）上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が13株含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成16年２月１日～ 
平成17年１月31日(注)１ 

14 4,614 4,304 408,304 4,304 637,304

平成17年６月30日(注)２ 700 5,314 693,000 1,101,304 693,000 1,330,304

平成18年１月19日 
（注）３ 

21,528 26,842 － 1,101,304 － 1,330,304

平成17年２月１日～ 
平成18年１月31日(注)１ 

68 26,910 18,301 1,119,605 18,301 1,348,605

(注) １ 新株予約権行使による増加であります。 

   ２ 第三者割当てによる増加であります。 

  主な割当先 株式会社i-cfファイナンス、KIWAMI 1号投資事業組合、KIWAMI 4号投資事業組合、他5社 

  

  

   ３ 

  

   発行価格   1,980,000円 

資本組入額   990,000円 

平成17年11月7日開催の取締役会決議により、平成18年1月19日付けで普通株式１株を５株とする株式分

割をおこなっております。 

区分 

株式の状況

端株の状況
(株) 政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 4 7 27 7 2 1,606 1,653 ―

所有株式数 
(株) 

― 826 252 518 304 21 24,989 26,910 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 3.07 0.94 1.92 1.13 0.08 92.86 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 
平成18年１月31日現在 

（注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年１月31日現在 

（注）上記「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が13株含まれております。 

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

寺 井 和 彦 兵庫県宝塚市中筋山手１―８―27 14,650 54.46

熊 倉 次 郎 さいたま市浦和区仲町３―８―13―801 750 2.78

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２―４―６ 506 1.88

角 家 弘 志 渋谷区桜丘29―24―305 183 0.68

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

港区浜松町２―11―３ 155 0.57

エスアイエスセガインターセト
ルエージー 
常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行 

千代田区丸の内２―７―１
カストディ業務部 

145 0.53

康 健 
埼玉県鳩ヶ谷市南３―18―36―213
エールガーデン 

110 0.40

財団法人 オイスカ 杉並区和泉３―６―12 105 0.39

大和証券株式会社 千代田区大手前２―６―４ 101 0.37

山 口 恭 裕 大阪市阿倍野区阪南町３―43―20 100 0.37

計 ― 16,805 62.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 155株

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 26,910 26,910 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 26,910 ― ― 

総株主の議決権 ― 26,910 ― 



② 【自己株式等】 
平成18年１月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

ストックオプション制度は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき、当社が新株の引受権を与える方法及び商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社が新株予約権を与える方法によっております。 

  

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

① 平成16年４月23日開催の定時株主総会において、同日現在における取締役、監査役および従業員に対して新株

予約権の付与を決議しました。 
  

(注) １ 平成17年11月7日開催の取締役会決議のより、平成18年1月19日付けで普通株式１株を５株にとする分割分割をおこなって

おります。これにより、各数値の調整をおこなっております。 

２ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１株未満の端数は切り上

げる。 

  

また、時価を下回る価額で新株を発行（商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使の場合を含まな

い。）または自己株式を処分するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整による1円未満の端数は切り上げる。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

決議年月日 平成16年４月23日

付与対象者の区分及び人数 取締役５名 監査役２名 従業員11名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 取締役180株 監査役20株 従業員150株 

新株予約権の行使時の払込金額 331,969円

新株予約権の行使期間 平成18年８月１日から平成21年７月31日まで 

新株予約権の行使の条件 

１ 対象者は、新株予約権行使時においても、当社の取
締役、監査役又は従業員であることを要します。 

２ その他細目については、平成16年４月23日の定時株
主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象
者の間で締結する新株予約権契約に定めます。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要しま
す。 

調整後払込価額 ＝ 調整前発行価額 × 
1 

分割・併合の比率 

        既発行 
株式数 

＋
新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込 
価額 

＝ 
調整前
払込 
価額 

× 
分割、新規発行（処分）前の時価 

新規発行（処分）株式数＋既発行株式数 



② 平成17年４月26日開催の定時株主総会において、同日現在における取締役、監査役および従業員に対して新株

予約権の付与を決議しました。 

  

(注) １ 平成17年11月7日開催の取締役会決議のより、平成18年1月19日付けで普通株式１株を５株にとする分割分割をおこなっ

ております。これにより、各数値の調整をおこなっております。 

２ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１株未満の端数は切り

上げる。 

  

また、時価を下回る価額で新株を発行（商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使の場合を含まな

い。）または自己株式を処分するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整による1円未満の端数は切り上げる。 

  

  

決議年月日 平成17年４月26日

付与対象者の区分及び人数 取締役３名、監査役２名、従業員24名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 取締役112株 監査役20株 従業員218株 

新株予約権の行使時の払込金額  326,000円

新株予約権の行使期間 平成19年８月１日から平成22年７月31日まで 

新株予約権の行使の条件 

１ 対象者は、新株予約権行使時においても、当社の取
締役、監査役又は従業員であることを要します。 

２ その他細目については、平成17年４月26日の定時株
主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象
者の間で締結する新株予約権契約に定めます。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要しま
す。 

調整後払込価額 ＝ 調整前発行価額 × 
1 

分割・併合の比率 

        既発行 
株式数 

＋
新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込 
価額 

＝ 
調整前
払込 
価額 

× 
分割、新規発行（処分）前の時価 

新規発行（処分）株式数＋既発行株式数 



③ 平成18年４月26日開催の定時株主総会において、同日現在における取締役、監査役および従業員ならびに社外

協力者に対して新株予約権の付与を決議しました。 

  

  

（注)１ 平成18年４月26日開催の当社第10期定時株主総会において、ストックオプション付与を目的として新株予約権を発行する

ことにつき特別決議を経ておりますが、当該新株予約権の発行に関する取締役会決議はなされておりません。  

２ 付与対象者の具体的な人数は、今後開催する取締役会において決定いたします。このため、この有価証券報告書提出日に

おいては確定しておりません。 

３ 新株予約権１個あたりの払込をすべき金額は、次のように決定される1株あたりの払込金額（以下、「払込金額」とす

る。）に新株予約権１個につき割当てられる株式数を乗じた金額とする。払込価額は、新株予約権発行の日の属する月の前

月の各日（取引が成立しない日を除く。）における大阪証券取引所における当社株式の終値の平均値の金額に1.1を乗じた価

格とし１円未満は切り上げる。ただし、その当該平均値が新株予約権発行の日の前日の大阪証券取引所における当社普通株

式の終値（取引が成立しない場合は、それに先立つ直近日の終値とする。以下同じ。）を下回る場合は、当該終値とする。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。 

  

  

また、時価を下回る価額で新株を発行（商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使の場合を含まな

い。）または自己株式を処分するときは、次の算式により払込価額を調整し、調整による1円未満の端数は切り上げる。 

  

決議年月日 平成18年４月26日 （注）1

付与対象者の区分及び人数 取締役、監査役、従業員、社外協力者（注）2 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 
新株予約権の目的となる株式の数は、300株を上限とす
る。 

新株予約権の行使時の払込金額  （注）3

新株予約権の行使期間 平成21年８月１日から平成24年７月31日まで 

新株予約権の行使の条件 

１ 対象者は、新株予約権行使時においても、当社の取
締役、監査役又は従業員であることを要します。 

２ その他細目については、平成18年４月26日の定時株
主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象
者の間で締結する新株予約権契約に定めます。 

調整後払込価額 ＝ 調整前発行価額 × 
1 

分割・併合の比率 

        既発行 
株式数 

＋
新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額 

調整後 
払込 
価額 

＝ 
調整前
払込 
価額 

× 
分割、新規発行（処分）前の時価 

新規発行（処分）株式数＋既発行株式数 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

株主のみなさまに対する長期的な利益の充実を重要課題と考えており、利益配分と内部留保の双方の充実を達成

すべく努力してまいります。 

しかしながら、当期におきましては、当期未処理損失を計上しておりますので、誠に遺憾ながら無配とさせて頂

きます。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 1 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場におけるものであります。 

2 ※印は株式分割による権利落ち後の最高・最低株価を示しております。 

なお、第10期は平成17年11月30日現在の株主に対して、株式分割を実施しております。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場におけるものであります。 

２ ※印は株式分割による権利落ち後の最高・最低株価を示しております。 

なお、平成17年11月30日現在の株主に対して、株式分割を実施しております。 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 

最高(円) 915,000 700,000 600,000 2,190,000
4,120,000
※555,000 

最低(円) 165,000 232,000 240,000 300,000
1,360,000
※315,000 

月別 
平成17年 
８月 

９月 10月 11月 12月
平成18年 
１月 

最高(円) 4,120,000 3,950,000 2,700,000
2,280,000
※426,000 

555,000 510,000

最低(円) 3,250,000 2,460,000 1,940,000
1,630,000
※354,000 

350,000 315,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役 
社長   寺 井 和 彦 昭和37年３月４日生

昭和59年４月 株式会社CSK(現株式会社CSKホー

ルディングス)入社 

14,650
平成８年２月 株式会社デジタルデザイン設立 

  代表取締役社長就任(現任) 

平成12年11月 株式会社アクアリウムコンピュー

ター代表取締役就任(現任) 

取締役 
会長   村 井   勝 昭和12年３月29日生

昭和37年９月 米国アイビーエムコーポレーショ

ン入社 

34

平成９年４月 コンパック株式会社取締役会長就

任 

平成13年４月 当社取締役会長就任(現任) 

平成16年８月 ジェネラル・アトランティック・

パートナーズ顧問就任（現任） 

取締役   及 川   昇 昭和33年1月18日

平成12年４月 株式会社ベッコアメ・インターネ

ット取締役就任 

－

平成13年６月 株式会社トゥインコミュニケーシ

ョン取締役就任 

平成15年９月 当社入社 

平成17年７月 当社東日本事業部長就任 

平成18年４月 当社取締役就任（現任） 

取締役   熊 倉 次 郎 昭和43年８月10日生

平成４年４月 株式会社CSK(現株式会社CSKホー

ルディングス)入社 

750
平成８年４月 当社入社 

平成11年７月 当社取締役就任(現任) 

平成12年11月 

  

株式会社アクアリウムコンピュー

ター取締役就任(現任) 

取締役   灰 本   董 昭和14年８月23日生

昭和38年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入

社 

24

平成２年１月 日本アイ・ビー・エム株式会社通

信機器事業部長就任 

平成５年９月 日本ＩＢＭ関西情報ソリューショ

ン株式会社代表取締役社長就任 

平成13年８月 当社顧問就任 

平成14年６月 株式会社アイ・エックス・アイ取

締役就任 

平成15年４月 当社取締役就任（現任） 

平成15年６月 日本電通株式会社監査役就任（現

任） 

常勤監査役   戸 口 雅 裕 昭和15年5月24日生

平成９年10月 第一企画株式会社専務取締役就任  

15

平成11年１月 株式会社アサツーディ・ケイ常務

取締役就任 

平成12年３月 株式会社アサツーディ・ケイ執行

役員就任 

平成14年４月 当社常勤監査役就任(現任) 



  

(注) 監査役 高草林夫及び東野修次は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１. 基本的な考え方 

当企業集団の企業ミッションは、利益を出しつづけ、それぞれのステークホルダーに対する責任を果たすこと

にあります。経営環境のめまぐるしい変化に迅速に対応できる経営体制の確立とコンプライアンス遵守の経営を

追求することが重要であると考えております。 

  

２. 会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

監査役   高 草 林 夫 昭和７年１月26日生

昭和34年１月 松下電器産業株式会社入社 

10

昭和45年12月 松下電器産業株式会社精密モータ

事業部工場長就任 

昭和54年11月 ナショナルマイクロモーター株式

会社専務取締役就任 

昭和59年３月 松下電器産業株式会社モータ事業

部営業統括部長就任 

昭和60年９月 松下電器産業株式会社事務機器事

業部長就任 

平成４年３月 株式会社CSK(現株式会社CSKホー

ルディングス)西日本事業部長取

締役就任 

平成11年12月 当社監査役就任(現任) 

監査役   東 野 修 次 昭和27年４月10日生

昭和61年11月 司法試験合格 

－

平成元年４月 大阪弁護士会弁護士登録 
宮下法律事務所入所 

平成２年４月 中本和洋法律事務所入所 
平成４年６月 東野修次法律事務所開所 
平成18年４月 当社監査役就任(現任) 

計 15,483



３. 内部監査及び監査役監査の状況 

社外監査役３名が、取締役の職務執行並びに当企業集団の業務や財政状況等を監査しています。 

また、監査役と監査法人とは随時意見交換を行っております。 

  

４. 会計監査の状況 

会計監査の状況につきましては、証券取引法の定めに基づき中間期及び期末など定期的に、監査法人による会

計監査を受け、経理処理及び財務情報の適正を期しております。また、業務を執行した公認会計士及び補助者は

次のとおりであります。なお、勤続監査年数については７年以内であるため、記載を省略しております。 

  

・業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

佐藤 雄一       (あずさ監査法人) 

土居 正明       (あずさ監査法人) 

・監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士       3名 

会計士補        4名 

  

５. 社外取締役及び社外監査役との関係 

監査役制度を採用しており、社外取締役をおいておりません。 

社外監査役は３名であり、当社の出身ではありません。また、当社と社外監査役との間に人的関係はありませ

ん。 

  

６. リスク管理体制の整備の状況 

① 定例取締役会が毎月１回開催されており、重要事項に対する審議、決定、報告等がおこなわれております。 

② 監査役制度を採用しております。監査役は、取締役会など重要な会議に出席して意見を述べるほか、経営陣

に対して経営に関する報告を求めるなど適法性、妥当性を検証し、公正な監査をおこなっております。 

③ 弁護士事務所、税理士事務所と顧問契約を締結し、適宜アドバイスを受けております。 

  

７. 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額      33,195千円 

監査役の年間報酬総額       3,600千円  

  

８. 監査報酬の内容 

当期における当社の監査法人に対する監査報酬は以下のとおりである。 

  

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 10,000千円

上記以外の業務に基づく報酬 ―千円

計 10,000千円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年２月１日から平成17年１月31日まで)及

び第９期事業年度(平成16年２月１日から平成17年１月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年２月１日から平成18

年１月31日まで)及び第10期事業年度(平成17年２月１日から平成18年１月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いて、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年１月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  277,781 2,025,019  

２ 売掛金  826,127 1,080,557  

３ たな卸資産  2,603 16,711  

４ その他  8,509 9,863  

貸倒引当金  △6,575 △7,543  

流動資産合計  1,108,445 86.0 3,124,607 89.0

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 ― 2,280    

減価償却累計額 ― ― 48 2,232  

(2) 工具器具備品 34,963 12,396    

減価償却累計額 26,827 8,135 8,746 3,650  

有形固定資産合計  8,135 0.6 5,882 0.2

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウエア  78,636 99,313  

(2) 電話加入権  662 662  

(3) その他  2,997 2,968  

無形固定資産合計  82,296 6.4 102,944 2.9

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  7,556 177,678  

(2) 長期前払費用  227 17  

(3) 保険積立金  ― 82,227  

(4) その他  85,833 22,952  

貸倒引当金  △4,228 △6,183  

投資その他の資産合計  89,388 7.0 276,692 7.9

固定資産合計  179,820 14.0 385,519 11.0

資産合計  1,288,266 100.0 3,510,127 100.0

      



  

  
前連結会計年度
(平成17年１月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  365,065 1,032,488  

２ 未払金  2,688 10,061  

３ 未払法人税等  2,638 20,355  

４ その他  14,892 22,709  

流動負債合計  385,285 29.9 1,085,614 30.9

Ⅱ 固定負債     

１ 繰延税金負債  3,857 1,278  

固定負債合計  3,857 0.3 1,278 0.1

負債合計  389,142 30.2 1,086,893 31.0

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  408,304 31.7 1,119,605 31.9

Ⅱ 資本剰余金  637,304 49.5 1,348,605 38.4

Ⅲ 利益剰余金  △149,758 △11.6 △45,353 △1.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金  3,273 0.2 375 0.0

資本合計  899,123 69.8 2,423,233 69.0

負債及び資本合計  1,288,266 100.0 3,510,127 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高    2,476,056 100.0 3,459,180 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   2,229,784 90.1 3,098,617 89.6 

売上総利益    246,272 9.9 360,562 10.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2       

１ 貸倒引当金繰入額  6,243 ―     

２ 役員報酬  39,180 ―     

３ 給料手当  58,582 ―     

４ 法定福利費  10,122 ―     

５ 旅費交通費  4,970 ―     

６ 支払手数料  20,965 ―     

７ 研究開発費 ※２ 32,894 ―     

８ 減価償却費  2,181 ―     

９ 地代家賃  9,982 ―     

10 その他  19,378 204,500 8.2 ― 172,416 4.9 

営業利益    41,771 1.7 188,146 5.5 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  16 5     

２ 受取配当金  43 54     

３ 遅延損害利息  2,567 ―     

４ 雑収入  116 2,743 0.1 22 82 0.0 

Ⅴ 営業外費用        

１ 新株発行費   
  

92 
39,654     

２ 雑損失  133 226 0.0 680 40,335 1.2 

経常利益 
  
Ⅵ 特別利益 
  
１ 貸倒引当金戻入益 

 

  
  
  
  

10,971 

44,289
  
  
  

10,971 

1.8
  
  
  
0.4 

  
  
  
― 

147,893 
  
  
  
― 

4.3 
  
  
  
― 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産除却損 ※３ ― ― ― 30,264 30,264 0.9 

税金等調整前当期純利益    55,260 2.2 117,628 3.4 

法人税、住民税 
及び事業税 

 2,645 13,821     

法人税等調整額  △609 2,035 0.1 △597 13,223 0.4 

当期純利益    53,225 2.1 104,404 3.0 

         



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 633,000 637,304

  
  
Ⅱ 資本剰余金増加高 
  
１ 新株予約権行使による 
新株の発行 

  
  ２ 増資による新株の発行 
  

  
  

4,304 

  
― 

  
  
  
  
  

4,304 

  
  

18,301 

  
693,000 

 
  
  
  
  
  

711,301 

Ⅲ 資本剰余金期末残高 637,304 1,348,605

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △202,983 △149,758

   

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益 53,225 53,225 104,404 104,404

   

Ⅲ 利益剰余金期末残高 △149,758 △45,353

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  55,260 117,628 

減価償却費  26,077 47,625 

新株発行費  ― 39,654 

貸倒引当金の増加額（△減少額）  △4,727 5,548 

受取利息及び受取配当金  △59 △59 

固定資産除却損  ― 30,264 

売上債権の増加額  △453,582 △255,344 

たな卸資産の増加額  △1,535 △14,108 

仕入債務の増加額  316,563 667,422 

その他  △7,707 23,551 

小計  △69,712 662,183 

利息及び配当金の受取額  59 59 

法人税等の支払額  △2,645 △2,643 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △72,298 659,599 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △1,656 △3,853 

無形固定資産の取得による支出  △94,482 △92,901 

投資有価証券の取得による支出  ― △175,000 

差入保証金の支払による支出  ― △8,842 

差入保証金の返還による収入  ― 5,735 

保険積立金の支払による支出  △22,853 △22,913 

その他  △420 △120 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △119,411 △297,895 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

株式の発行による収入  8,516 1,385,532 

財務活動によるキャッシュ・フロー  8,516 1,385,532 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)  △183,193 1,747,237 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  460,975 277,781 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  277,781 2,025,019 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。 

 連結子会社は株式会社アクアリウム

コンピューターの１社であります。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社及び関連会社がないた

め該当事項はありません。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度は連結財務諸

表提出会社と同一であります。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

時価のないもの 

同左 

  (ロ)たな卸資産 

  商品……移動平均法による原価法 

  仕掛品…個別法による原価法 

  原材料…移動平均法による原価法 

(ロ)たな卸資産 

同左 

      

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

  定率法 

(イ)有形固定資産 

同左 

  (ロ)無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間

（５年間）に基づく定額法を採用

し、販売用ソフトウェアについて

は、見込販売数量に基づく償却額と

見込有効期間（３年間）に基づく均

等配分額とのいずれか大きい額によ

っております。 

(ロ)無形固定資産 

同左 

      

 (3) 繰延資産の処理方法 (イ)新株発行費 

  新株発行費は支出時に全額費用と

して処理しております。 

(イ)新株発行費 

同左 

      

 (4) 重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率等により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(イ)貸倒引当金 

同左 



  

  

表示方法の変更 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

 (5) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 同左 

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

(イ)消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

(イ)消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、発

生年度に全額償却する方法によってお

ります。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

  

―――――― 

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで、投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しおりました「保険積立金」は当連結会計

年度において、資産の総額の100分1を超えたため区分掲

記しております。 

 なお、前連結会計年度末の「保険積立金」は59,314千

円であります。 

  

―――――― 

（連結損益計算書） 

 販売費及び一般管理費につきましては、前連結会計年

度まで連結損益計算書において重要な費目を表示してお

りましたが、当連結会計年度から連結損益計算書の一覧

性を高めるため、販売費及び一般管理費として一括掲記

し、重要な費目を注記する方法に変更しております。 

 なお、当連結会計年度において販売費及び一般管理費

を従来と同じ表示方法によった場合は次のとおりであり

ます。 

  

貸倒引当金繰入額 5,548千円

役員報酬 36,795千円

給料手当 46,911千円

法定福利費 9,000千円

旅費交通費 2,797千円

支払手数料 22,289千円

研究開発費 5,203千円

減価償却費 1,603千円

地代家賃 6,065千円



追加情報 

  

  

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月１日 
 至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年２月１日 
 至 平成18年１月31日) 

  

＿＿＿＿＿＿＿ 

  

（法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算

書上の表示方法） 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する連結会計年度より外形標準課税

制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号)に

従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しております。この結

果、販売費及び一般管理費が6,538千円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、

6,538千円減少しております。 

前連結会計年度
(平成17年１月31日) 

当連結会計年度
(平成18年１月31日) 

※１ 当社の発行済株式総数は普通株式4,614株であり

ます。 

※１ 当社の発行済株式総数は普通株式26,910株であり

ます。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

――――――― ※１ 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 36,795千円

給料手当 46,911千円

貸倒引当金繰入額 5,548千円

支払手数料 22,289千円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は32,894千円であります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は5,203千円であります。 

――――――― ※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品 3,013千円

ソフトウェア 27,251千円

  計 30,264千円

前連結会計年度
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年１月31日現在)

現金及び預金勘定 277,781千円

現金及び現金同等物 277,781千円

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年１月31日現在)

現金及び預金勘定 2,025,019千円

現金及び現金同等物 2,025,019千円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

  

（借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

  

②未経過リース料期末残高相当額 

  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

 ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 利息相当額の算定方法 

 ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

  取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器具備品 5,588 838 4,750

１年以内 1,049千円

１年超 3,785千円

合計 4,835千円

支払リース料 946千円

減価償却費相当額 838千円

支払利息相当額 192千円

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

  

（借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

  

②未経過リース料期末残高相当額 

  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 利息相当額の算定方法 

同左 

  取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器具備品 5,588 1,956 3,632 

１年以内 1,101千円

１年超 2,684千円

合計 3,785千円

支払リース料 1,262千円

減価償却費相当額 1,117千円

支払利息相当額 213千円



(有価証券関係)  

  前連結会計年度 （自 平成16年2月1日 至 平成17年1月31日） 

   １．その他有価証券で時価のあるもの 

                                        （単位：千円） 

  

  

   ２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

                                        （単位：千円） 

  

  

 当連結会計年度 （自 平成17年2月1日 至 平成18年1月31日） 

   １．その他有価証券で時価のあるもの 

                                        （単位：千円） 

  

  

   ２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

                                        （単位：千円） 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日) 

当企業集団はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日) 

当企業集団はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

取得原価
連結貸借

対照表計上額 
差額 

株式 834 6,345 5,510 

      

  連結貸借対照表計上額 摘要

その他有価証券    

 非上場株式 1,211   

     

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

取得原価
連結貸借

対照表計上額 
差額 

株式 834 1,467 632 

      

  連結貸借対照表計上額 摘要

その他有価証券    

 非上場株式 176,211   

     



(退職給付関係) 

前連結会計年度（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日） 

当企業集団は退職給付制度を採用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

当企業集団は退職給付制度を採用していないため、該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  (繰延税金資産) 

(繰延税金負債) 

投資有価証券評価損 3,640千円

繰越欠損金 52,918千円

その他 1,414千円

繰延税金資産小計 57,973千円

評価性引当額 △57,973千円

繰延税金資産合計 ―千円

特別償却準備金 1,620千円

その他有価証券評価差額金 2,237千円

繰延税金負債合計 3,857千円

繰延税金負債の純額 3,857千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  (繰延税金資産) 

(繰延税金負債) 

投資有価証券評価損 3,638千円

繰越欠損金 9,182千円

その他 6,936千円

繰延税金資産小計 19,758千円

評価性引当額 △19,758千円

繰延税金資産合計 ―千円

特別償却準備金 1,022千円

その他有価証券評価差額金 256千円

繰延税金負債合計 1,278千円

繰延税金負債の純額 1,278千円

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2％

評価性引当額の減少 △42.2％

住民税均等割等 4.8％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.8％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

評価性引当額の減少 △32.6％

住民税均等割等 2.1％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.0％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日) 

（単位：千円） 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業は、製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品・サービス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、94,883千円であり、その主なものは親会社の

管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、354,912千円であり、その主なものは親会社での余資運用

資金（現金及び預金他）等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同資産に係る減価償却費が含まれております。 

  

  
再販

ライセンス 
事業 

開発 
ライセンス 
事業 

製品サポート
事業 

業務システム
構築事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に対する売上高 66,944 133,501 21,662 2,253,948 2,476,056 － 2,476,056

 (2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 － － － － － － －

計 66,944 133,501 21,662 2,253,948 2,476,056 － 2,476,056

  営業費用 57,843 122,459 7,686 2,151,410 2,339,400 94,883 2,434,284

  営業利益 9,100 11,041 13,975 102,537 136,655 (94,883) 41,771

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出       

  資産 29,963 117,612 5,568 780,209 933,353 354,912 1,288,266

  減価償却費 4,921 11,787 1,223 6,872 24,804 1,482 26,287

  資本的支出 18,015 46,508 4,605 26,826 95,956 602 96,558

事業区分 主要製品 

再販ライセンス事業 オリジナル通信ソフトウェアのライセンスの再販 

開発ライセンス事業 オリジナル通信ソフトウェアの開発ライセンスの企画・開発・販売 

製品サポート事業 オリジナル通信ソフトウェアの保守 

業務システム構築事業 
法人向け業務システムの設計・開発・ライセンス販売に付随するソ

リューション販売 



当連結会計年度(自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日) 

（単位：千円） 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業は、製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品・サービス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、122,506千円であり、その主なものは親会社

の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,297,673千円であり、その主なものは親会社での余資運

用資金（現金及び預金他）等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同資産に係る減価償却費が含まれております。 

  

  
再販

ライセンス 
事業 

開発 
ライセンス 
事業 

製品サポート
事業 

業務システム
構築事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に対する売上高 131,313 25,839 27,062 3,274,964 3,459,180 ― 3,459,180

 (2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 ― ― ― ― ― ― ―

計 131,313 25,839 27,062 3,274,964 3,459,180 ― 3,459,180

  営業費用 68,856 46,452 11,592 3,021,626 3,148,527 122,506 3,271,034

  営業利益又は営業損失（△） 62,456 △20,612 15,470 253,338 310,652 （122,506） 188,146

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的
支出       

  資産 101,905 18,932 16,617 1,074,998 1,212,453 2,297,673 3,510,127

  減価償却費 26,936 7,814 4,184 8,090 47,026 1,398 48,424

  資本的支出 66,810 13,797 13,712 831 95,151 1,547 96,698

事業区分 主要製品 

再販ライセンス事業 オリジナル通信ソフトウェアのライセンスの再販 

開発ライセンス事業 オリジナル通信ソフトウェアの開発ライセンスの企画・開発・販売 

製品サポート事業 オリジナル通信ソフトウェアの保守 

業務システム構築事業 法人向け業務システムの設計・開発・ソリューション販売 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年２月１日

至 平成18年１月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事

項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年２月１日

至 平成18年１月31日)において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

１株当たり純資産額 194,868円 57銭 １株当たり純資産額 90,049円 55銭

１株当たり当期純利益金額 11,557円 45銭 １株当たり当期純利益金額 4,122円 83銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

11,480円 66銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

4,084円 33銭

  

   当社は、平成18年1月19日付で普通株式１株につき５

株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたとみなした場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額    38,973円71銭 

１株当たり当期純利益金額  2,311円49銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額       2,296円13銭 

項  目 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

  

当連結会計年度 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

  

１株当たり当期純利益金額  

連結損益計算書上の 
当期純利益 

53,225千円 104,404千円

普通株式に係る 
当期純利益 

53,225千円 104,404千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式の 
期中平均株式数 

4,605株 25,323株

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

 

当期純利益調整額 ― ―

  
普通株式増加数 
  
（うち新株引受権） 
  
（うち新株予約権） 

31株 
  

（4株)
  

（27株)

 
239株 
  

（13株)
  

（226株)

希薄化効果を有しないため
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要 
  
  

 平成12年３月30日株主総会決議の旧商
法第280条ノ19の規定に基づく新株引受
権（16株） 
 これらの詳細につきましては、「第４
提出会社の状況 １ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状況」に記載のとお
りであります。 

――――― 



(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

  

新株予約権の発行（ストックオプション） 

  

 当社は平成16年4月23日開催の第8期定時株主総会で決

議した商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく

ストックオプションとしての新株予約権の発行にかかる

授権に基づき、平成17年3月11日開催の取締役会におい

て当該新株予約権の発行を決議しました。 

  

 詳細は次のとおりであります。 

  

  

新株予約権の目的である株式
の種類および数 

当社普通株式70株 
(新株予約権1個につき1株) 

発行する新株予約権の総数 70個 

新株予約権の発行価額 無償 
新株予約権の発行日 平成17年3月11日 

新株予約権の行使により発行
する株式の発行価額 

株式１株当たり 
1,659,843円 

資本組入額 1株につき829,922円 

新株予約権の行使により発行
する株式の発行価額の総額 

116,189,010円 
  

付与対象者 
  
  

 当社取締役  5名 36個  
 当社監査役   2名  4個 
 当社従業員 11名 30個 

権利行使期間 
  

平成18年8月1日から 
平成21年7月31日まで 

  

新株予約権の発行（ストックオプション） 

  

 当社は平成17年4月26日開催の第9期定時株主総会で決

議した商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく

ストックオプションとしての新株予約権の発行にかかる

授権に基づき、平成18年3月24日開催の取締役会におい

て当該新株予約権の発行を決議しました。 

  

 詳細は次のとおりであります。 

  

  

新株予約権の目的である株式
の種類および数 

当社普通株式350株 
(新株予約権1個につき1株) 

発行する新株予約権の総数 350個

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の発行日 平成18年3月24日 

新株予約権の行使により発行
する株式の発行価額 

株式１株当たり 
326,000円 

資本組入額 1株につき163,000円 

新株予約権の行使により発行
する株式の発行価額の総額 

114,100,000円 
  

付与対象者
  
  

当社取締役  3名 112個 
 当社監査役  2名 20個 
 当社従業員 24名 218個 

権利行使期間
  

平成19年8月1日から 
平成22年7月31日まで 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
第９期

(平成17年１月31日) 
第10期 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  241,250 1,989,574  

２ 売掛金  826,127 1,080,557  

３ 商品  ― 15,000  

４ 原材料  957 941  

５ 仕掛品  1,645 753  

６ 前払費用  1,815 832  

７ その他  6,289 8,749  

 貸倒引当金  △6,575 △7,543  

流動資産合計  1,071,509 83.0 3,088,864 87.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 ― 2,280    

減価償却累計額 ― ― 48 2,232  

(2) 工具器具備品 34,531 11,965    

減価償却累計額 26,459 8,072 8,356 3,608  

有形固定資産合計  8,072 0.6 5,840 0.2

２ 無形固定資産     

(1) 特許権  1,613 1,403  

(2) 商標権  1,020 1,020  

(3) ソフトウェア   78,636 99,313  

(4) 電話加入権  590 590  

無形固定資産合計  81,860 6.4 102,327 2.9

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  7,556 177,678  

(2) 関係会社株式  39,752 39,752  

(3) 長期前払費用  227 17  

(4) 差入保証金  18,061 16,768  

(5) 保険積立金  59,314 82,227  

(6) その他  8,457 6,183  

 貸倒引当金  △4,228 △6,183  

投資その他の資産合計  129,140 10.0 316,444 9.0

固定資産合計  219,073 17.0 424,612 12.1

資産合計  1,290,583 100.0 3,513,477 100.0

      



  

  
第９期

(平成17年１月31日) 
第10期 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  365,065 1,032,488  

２ 未払金  2,688 9,964  

３ 未払費用  3,673 3,668  

４ 未払法人税等  2,433 20,201  

５ 未払消費税等  ― 8,207  

６ 前受金  10,522 9,959  

７ 預り金  696 767  

 ８ その他  ― 104  

流動負債合計  385,080 29.8 1,085,360 30.9

Ⅱ 固定負債     

１ 繰延税金負債  3,857 1,278  

固定負債合計  3,857 0.3 1,278 0.0

負債合計  388,937 30.1 1,086,639 30.9

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  408,304 31.6 1,119,605 31.9

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 637,304 1,348,605    

資本剰余金合計  637,304 49.4 1,348,605 38.4

Ⅲ 利益剰余金     

１ 任意積立金     

(1) 特別償却準備金 3,233 2,370    

２ 当期未処理損失 150,469 44,118    

利益剰余金合計  △147,235 △11.4 △41,748 △1.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金  3,273 0.3 375 0.0

資本合計  901,645 69.9 2,426,837 69.1

負債・資本合計  1,290,583 100.0 3,513,477 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
第９期

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  2,476,056 100.0 3,459,180 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 当期商品仕入高 1,959,500 2,838,839   

２ 当期製品製造原価 ※２ 270,283 274,778   

合計 2,229,784 3,113,617   

３ 期末商品棚卸高 ― 2,229,784 90.1 15,000 3,098,617 89.6

売上総利益  246,272 9.9 360,562 10.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2    

１ 貸倒引当金繰入額 6,243 ―   

２ 役員報酬 39,180 ―   

３ 給料手当 58,582 ―   

４ 旅費交通費 4,970 ―   

５ 支払手数料 20,962 ―   

６ 研究開発費 ※２ 32,894 ―   

７ 減価償却費 2,148 ―   

８ その他 39,346 204,328 8.2 ― 172,210 5.0

営業利益  41,943 1.7 188,351 5.4

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 16 5   

２ 受取配当金 43 54   

３ 業務支援料収入 ※３ 600 600   

４ 遅延損害利息 2,567 ―   

５ 雑収入 40 3,267 0.1 22 682 0.1

     



  

  

  
第９期

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用    

１ 新株発行費 92 39,654   

２ 雑損失 133 226 0.0 557 40,211 1.2

経常利益  44,985 1.8 148,821 4.3

Ⅵ 特別利益    

１ 貸倒引当金戻入益  10,971 0.5 ― ―

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※４  ― ― 30,264 0.9

税引前当期純利益  55,956 2.3 118,557 3.4

法人税、住民税 
及び事業税 

2,440 13,667   

法人税等調整額 △609 1,830 0.1 △597 13,070 0.4

当期純利益  54,126 2.2 105,487 3.0

前期繰越損失  204,595 149,606 

当期未処理損失  150,469 44,118 

     



製造原価明細書 

  

(注) １ 原価計算の方法はプロジェクト別の個別原価計算を採用しております。 

２ 他勘定振替高の内訳は以下のとおりであります。 

  

（単位：千円） 

  

  

  
第９期

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費   30,841 10.0 800 0.3

Ⅱ 労務費   65,961 21.4 79,079 27.3

Ⅲ 外注費   167,325 54.3 144,772 49.9

Ⅳ 経費   43,890 14.3 65,522 22.6

当期総製造費用   308,018 100.0 290,174 100.0

期首仕掛品棚卸高   ― 1,645 

合計   308,018 291,820 

期末仕掛品棚卸高   1,645 753 

他勘定振替高   36,089 16,288 

当期製品製造原価   270,283 274,778 

項目 
第９期

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

研究開発費 32,894 3,203

ソフトウェア 3,195 13,085

合計 36,089 16,288



③ 【損失処理計算書】 

  

   (注) １ 特別償却準備金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

   ２ 日付は株主総会承認日であります。 

  

  
第９期

(平成17年４月26日) 
第10期 

(平成18年４月26日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処理損失 150,469 44,118

Ⅱ 損失処理額  

  任意積立金取崩額  

１ 特別償却準備金取崩高 862 862 874 874

Ⅲ 次期繰越損失 149,606 43,244

   



重要な会計方針 

  

  
  

項目 
第９期

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  

  

  

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

  移動平均法による原価法 

(1) 商品 

同左 

  (2) 仕掛品 

  個別法による原価法 

(2) 仕掛品 

同左 

  (3) 原材料 

  移動平均法による原価法 

(3) 原材料 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間

（５年間）に基づく定額法を採用

し、販売用ソフトウェアについて

は、見込販売数量に基づく償却額と

見込有効期間（３年間）に基づく均

等配分額とのいずれか大きい額によ

っております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

  新株発行費は支出時に全額費用

として処理しております。 

(1) 新株発行費 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率等により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

第９期 
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

――――――― （損益計算書） 

販売費及び一般管理費につきましては、前期まで損益計

算書において重要な費目を表示しておりましたが、当期

から損益計算書の一覧性を高めるため、販売費及び一般

管理費として一括掲記し、重要な費目を注記する方法に

変更しております。なお、当期において販売費及び一般

管理費を従来と同じ表示方法によった場合は次のとおり

であります。 

  

  貸倒引当金繰入額       5,548千円 

  役員報酬           36,795千円 

  給料手当           46,911千円 

  旅費交通費           2,797千円 

  支払手数料          22,252千円 

  研究開発費           5,203千円 

  減価償却費          1,582千円 

第９期 
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

  

＿＿＿＿＿＿＿ 

  

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法） 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。この結果、販売費及

び一般管理費が6,538千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益が、6,538千円減少しており

ます。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

 (損益計算書関係) 

  

  

第９期 
(平成17年１月31日) 

第10期
(平成18年１月31日) 

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式 16,000株

   発行済株式の総数 普通株式 4,614株

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式 80,000株

   発行済株式の総数 普通株式 26,910株

  

２ 資本の欠損は、147,235千円であります。 

  

２ 資本の欠損は、41,748千円であります。 

  

３配当制限 

  商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は3,273千円

であります。 

  

  

３配当制限 

  商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は375千円で

あります。 

  

第９期 
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

―――――――― ※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は27.4％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

72.6％であります。 

    主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

役員報酬 36,795千円

給料手当 46,911千円

法定福利費 9,000千円

貸倒引当金繰入額 5,548千円

支払手数料 22,252千円

減価償却費 1,582千円

※２ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発 

費 32,894千円

※２ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発 

費 5,203千円

※３ 関係会社に係る注記 

業務支援料収入 600千円

※３ 関係会社に係る注記 

業務支援料収入 600千円

―――――――― ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品 3,013千円

ソフトウェア 27,251千円

  計 30,264千円



（リース取引関係） 

  

  

  

(有価証券関係) 

第９期(自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日)及び第10期(自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31

日)のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

第９期 
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

  

（借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

  

②未経過リース料期末残高相当額 

  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

 ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 利息相当額の算定方法 

 ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

  取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器具備品 5,588 838 4,750

１年以内 1,049千円

１年超 3,785千円

合計 4,835千円

支払リース料 946千円

減価償却費相当額 838千円

支払利息相当額 192千円

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

  

（借主側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

  

②未経過リース料期末残高相当額 

  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 利息相当額の算定方法 

同左 

  取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器具備品 5,588 1,956 3,632 

１年以内 1,101千円

１年超 2,684千円

合計 3,785千円

支払リース料 1,262千円

減価償却費相当額 1,117千円

支払利息相当額 213千円



(税効果会計関係) 

  

  

第９期 
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  (繰延税金資産) 

(繰延税金負債) 

投資有価証券評価損 11,855千円

繰越欠損金 44,114千円

その他 1,414千円

繰延税金資産小計 57,384千円

評価性引当額 △57,384千円

繰延税金資産合計 ―千円

特別償却準備金 1,620千円

その他有価証券評価差額金 2,237千円

繰延税金負債合計 3,857千円

繰延税金負債の純額 3,857千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  (繰延税金資産) 

(繰延税金負債) 

投資有価証券評価損 11,855千円

その他 6,936千円

繰延税金資産小計 18,792千円

評価性引当額 △18,792千円

繰延税金資産合計 ―千円

特別償却準備金 1,022千円

その他有価証券評価差額金 256千円

繰延税金負債合計 1,278千円

繰延税金負債の純額 1,278千円

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2％

評価性引当額の減少 △42.1％

住民税均等割等 4.4％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.4％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

評価性引当額の減少 △32.6％

住民税均等割等 2.1％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.0％



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

  

  

第９期 
(自 平成16年２月１日 
  至 平成17年１月31日) 

第10期
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

１株当たり純資産額 195,415円18銭 １株当たり純資産額金額 90,183円50銭

１株当たり当期純利益金額 11,753円03銭 １株当たり当期純利益金額 4,165円58銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益
金額 

11,674円95銭

  

当社は、平成18年1月19日付で普通株式１株につき５株

の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたとみなした場

合の前期における１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

１株当たり純資産額    39,083円04銭 

１株当たり当期純利益金額  2,350円61銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額       2,334円99銭 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益
金額 

4,126円68銭

項        目 
第９期

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

１株当たり当期純利益金額  

損益計算書上の 
当期純利益 

54,126千円 105,487千円

普通株式に係る 
当期純利益 

54,126千円 105,487千円

普通株式の 
期中平均株式数 

4,605株 25,324株

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

 

当期純利益調整額 ― ―

普通株式増加数 
  
（うち新株引受権） 
  
（うち新株予約権） 

31株
  

（4株)
  

（27株)

239株
  

（13株)
  

（226株)

希薄化効果を有しないため
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含
めなかった潜在株式の概要 
  
  
  

 平成12年３月30日株主総会決議の旧商
法第280条ノ19の規定に基づく新株引受
権（16株） 
 これらの詳細につきましては、「第４
提出会社の状況 １ 株式等の状況
(2)新株予約権等の状況」に記載のとお
りであります。 
  

――――― 
  
  
  
  
  
  



(重要な後発事象) 

  

第９期 
(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第10期
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

  

新株予約権の発行（ストックオプション） 

  

 当社は平成16年4月23日開催の第8期定時株主総会で決

議した商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく

ストックオプションとしての新株予約権の発行にかかる

授権に基づき、平成17年3月11日開催の取締役会におい

て当該新株予約権の発行を決議しました。 

  

 詳細は次のとおりであります。 

  

新株予約権の目的である株式
の種類および数 

当社普通株式70株 
(新株予約権1個につき1株) 

発行する新株予約権の総数 70個 

新株予約権の発行価額 無償 

新株予約権の発行日 平成17年3月11日 

新株予約権の行使により発行
する株式の発行価額 

株式１株当たり 
1,659,843円 

資本組入額 1株につき829,922円 

新株予約権の行使により発行
する株式の発行価額の総額 

116,189,010円 
  

付与対象者 
  
  

 当社取締役  5名 36個  
 当社監査役   2名  4個 
 当社従業員 11名 30個 

権利行使期間 
  

平成18年8月1日から 
平成21年7月31日まで 

  

新株予約権の発行（ストックオプション） 

  

 当社は平成17年4月26日開催の第9期定時株主総会で決

議した商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく

ストックオプションとしての新株予約権の発行にかかる

授権に基づき、平成18年3月24日開催の取締役会におい

て当該新株予約権の発行を決議しました。 

  

 詳細は次のとおりであります。 

  

新株予約権の目的である株式
の種類および数 

当社普通株式350株 
(新株予約権1個につき1株) 

発行する新株予約権の総数 350個

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の発行日 平成18年3月24日 

新株予約権の行使により発行
する株式の発行価額 

株式１株当たり 
326,000円 

資本組入額 1株につき163,000円 

新株予約権の行使により発行
する株式の発行価額の総額 

114,100,000円 
  

付与対象者
  
  

当社取締役  3名 112個   
 当社監査役  2名 20個 
 当社従業員 24名 218個 

権利行使期間
  

平成19年8月1日から 
平成22年7月31日まで 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

    銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

株式会社リナックスカフェ 100 1,211 

    株式会社ネクサス 9 1,467 

    株式会社ブイシンク 500 105,000 

    アイテックス株式会社 625 50,000 

    株式会社シー・エヌ・エス 100 20,000 

計 1,334 177,678 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なものは次のとおりであります。 

    ２ 当期減少額の主なものは次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 ― 2,280 ― 2,280 48 48 2,232

 工具器具備品 34,531 1,572 24,139 11,965 8,356 3,023 3,608

有形固定資産計 34,531 3,853 24,139 14,246 8,405 3,071 5,840

無形固定資産       

 特許権 1,683 ― ― 1,683 280 210 1,403

 商標権 1,558 176 ― 1,734 713 176 1,020

 ソフトウェア 104,511 92,461 70,279 126,693 27,380 21,452 99,313

 電話加入権 590 ― ― 590 ― ― 590

無形固定資産計 108,344 92,637 70,279 130,702 28,374 21,839 102,327

長期前払費用 840 120 120 840 822 210 17

建物 東京オフィス移転に伴う工事 2,280千円

工具器具備品 パソコン及びサーバー類 1,572千円

ソフトウェア 販売目的ソフトウェア及び開発用ツール 90,585千円

工具器具備品 パソコン及びサーバー類 24,139千円

ソフトウェア 販売目的ソフトウェア及び開発用ツール 70,279千円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 資本金及び資本準備金の増加の原因は、第三者割当増資（普通株式700株、資本金693,000千円、資本準備金693,000千

円）及び新株予約権の行使（普通株式68株、資本金18,301千円、資本準備金18,301千円）によるものであります。 

２ 既発行株式の増加の原因は、上記の第三者割当増資及び新株予約権の行使以外に、平成18年１月19日付で１株につき５株

の割合で株式分割を行ったことによるものであります。 

３ 特別償却準備金の減少の原因は、全て前期決算の損失処理によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、債権の回収及び一般債権の貸倒実績率による洗替えによるものであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 408,304 711,301 ― 1,119,605

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (4,614) (  22,296) ― (   26,910)

普通株式 (千円) 408,304 711,301 ― 1,119,605

計 (株) (4,614) (  22,296) ― (   26,910)

計 (千円) 408,304 711,301 ― 1,119,605

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金)     

株式払込剰余金 (千円) 637,304 711,301 ― 1,348,605

(その他資本剰余金) (千円) ― ― ― ―

計 (千円) 637,304 711,301 ― 1,348,605

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (千円) ― ― ― ―

(任意積立金)     

特別償却準備金 (千円) 3,233 ― 862 2,370

計 (千円) 3,233 ― 862 2,370

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 10,804 12,173 2,575 6,675 13,727



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 売掛金 

（イ）相手先別内訳 

  

  

（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 4

預金の種類  

普通預金 1,989,569

合計 1,989,574

相手先 金額(千円)

東京リース株式会社 1,039,605

株式会社ネクサス 11,450

アイテックス株式会社 10,500

三菱電機トレーディング株式会社 7,875

チッソエンジニアリング株式会社 3,150

その他 7,976

合計 1,080,557

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

826,127 3,632,139 3,377,709 1,080,557 75.8 95.8



③ 商品 

  

  

④ 原材料 

  

⑤ 仕掛品 

  

  

⑥ 買掛金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

品名 金額(千円)

プログラムソース一式 15,000

合計 15,000

品名 金額(千円)

サーバー部材 941

合計 941

品名 金額(千円)

生産管理システム開発作業他 753

合計 753

相手先 金額(千円)

株式会社アイ・エックス・アイ 1,008,000

株式会社シー・エヌ・エス 15,750

株式会社ノバス 7,510

エム・イー・ジー株式会社 673

その他 554

合計 1,032,488



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 当社は、端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりません。 

    ２ 当社定款の定めにより、端株主は利益配当金及び中間配当金を受ける権利を有しております。 

    ３ 取締役会の決議により、株主に新株及び新株予約権を付与するときは、端株主はその引受権を有します。 

    ４ 端株主の利益配当金及び中間配当金に関する基準日は上記のとおりです。 

  

  

決算期 １月31日

定時株主総会 ４月中 

基準日 １月31日

株券の種類 １株券 10株券 

中間配当基準日 ７月31日

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名 
日本経済新聞に掲載する。ただし、商法第283条第５項に定める貸借対照表に係る情
報はhttp://www.d-d.co.jp/において提供する。 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

(1)  
  
  
  

臨時報告書 
  
  
  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条

第２項第２号の２（ストックオプション制

度に伴う新株予約権発行）の規定に基づく

もの 

  

平成17年３月11日 
近畿財務局長に提出。 
  
  

  
(2)  
  
  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 
  

  
事業年度 
(第９期) 
  

  
自 平成16年２月１日
至 平成17年１月31日

  

  

  
平成17年４月26日 
近畿財務局長に提出。 
  

(3)  
  
  

有価証券報告書の 
訂正報告書 
  

上記(2)の訂正報告書 
  
  

  
平成17年５月９日 
近畿財務局長に提出。 
  

(4)  
  
  

有価証券届出書 
及びその添付書類 
  

第三者割当による新株式の発行 
  
  

  
平成17年６月９日 
近畿財務局長に提出。 
  

  
(5)  
  
  

半期報告書 
  

  
(第10期中) 

  

  
自 平成17年２月１日
至 平成17年７月31日

  

  

  
平成17年10月28日 
近畿財務局長に提出。 
  

(6) 
  
  
  

臨時報告書 
  
  
  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条

第２項第２号の２（ストックオプション制

度に伴う新株予約権発行）の規定に基づく

もの 

  

平成18年３月24日 
近畿財務局長に提出。 
  
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年４月26日

株式会社デジタルデザイン 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルデザインの平成16年２月１日から平成17年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社デジタルデザイン及び連結子会社の平成17年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成16年４月23日開催の第８期定時株主総会で決議した商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の発行にかかる授権に基づき、平成17

年３月11日開催の取締役会において当該新株予約権の発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

あずさ監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  佐  藤  雄  一  ㊞ 

関与社員   公認会計士  土  居  正  明  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年４月26日

株式会社デジタルデザイン 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルデザインの平成17年２月１日から平成18年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社デジタルデザイン及び連結子会社の平成18年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年４月26日開催の第９期定時株主総会で決議した商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の発行にかかる授権に基づき、平成18

年３月24日開催の取締役会において当該新株予約権の発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  雄  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  土  居  正  明  ㊞ 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年４月26日

株式会社デジタルデザイン 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルデザインの平成16年２月１日から平成17年１月31日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社デジタルデザインの平成17年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成16年４月23日開催の第８期定時株主総会で決議した商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の発行にかかる授権に基づき、平成17

年３月11日開催の取締役会において当該新株予約権の発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  
  

あずさ監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  佐  藤  雄  一  ㊞ 

関与社員   公認会計士  土  居  正  明  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年４月26日

株式会社デジタルデザイン 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルデザインの平成17年２月１日から平成18年１月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社デジタルデザインの平成18年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年４月26日開催の第９期定時株主総会で決議した商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプションとしての新株予約権の発行にかかる授権に基づき、平成18

年３月24日開催の取締役会において当該新株予約権の発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  雄  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  土  居  正  明  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2)資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③損失処理計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/75
	pageform2: 2/75
	form1: EDINET提出書類  2006/04/27 提出
	form2: 株式会社デジタルデザイン(941371)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/75
	pageform4: 4/75
	pageform5: 5/75
	pageform6: 6/75
	pageform7: 7/75
	pageform8: 8/75
	pageform9: 9/75
	pageform10: 10/75
	pageform11: 11/75
	pageform12: 12/75
	pageform13: 13/75
	pageform14: 14/75
	pageform15: 15/75
	pageform16: 16/75
	pageform17: 17/75
	pageform18: 18/75
	pageform19: 19/75
	pageform20: 20/75
	pageform21: 21/75
	pageform22: 22/75
	pageform23: 23/75
	pageform24: 24/75
	pageform25: 25/75
	pageform26: 26/75
	pageform27: 27/75
	pageform28: 28/75
	pageform29: 29/75
	pageform30: 30/75
	pageform31: 31/75
	pageform32: 32/75
	pageform33: 33/75
	pageform34: 34/75
	pageform35: 35/75
	pageform36: 36/75
	pageform37: 37/75
	pageform38: 38/75
	pageform39: 39/75
	pageform40: 40/75
	pageform41: 41/75
	pageform42: 42/75
	pageform43: 43/75
	pageform44: 44/75
	pageform45: 45/75
	pageform46: 46/75
	pageform47: 47/75
	pageform48: 48/75
	pageform49: 49/75
	pageform50: 50/75
	pageform51: 51/75
	pageform52: 52/75
	pageform53: 53/75
	pageform54: 54/75
	pageform55: 55/75
	pageform56: 56/75
	pageform57: 57/75
	pageform58: 58/75
	pageform59: 59/75
	pageform60: 60/75
	pageform61: 61/75
	pageform62: 62/75
	pageform63: 63/75
	pageform64: 64/75
	pageform65: 65/75
	pageform66: 66/75
	pageform67: 67/75
	pageform68: 68/75
	pageform69: 69/75
	pageform70: 70/75
	pageform71: 71/75
	pageform72: 72/75
	pageform73: 73/75
	pageform74: 74/75
	pageform75: 75/75


